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証券コード　７０９７
２０２４年１０月３日

株　主　各　位
東京都千代田区有楽町一丁目２番２号
株式会社さくらさくプラス
代表取締役社長 西 尾 義 隆

【当社ウェブサイト】
https://www.sakurasakuplus.jp/ir/stock/meeting/

【東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）】
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

第７期定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第７期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し
あげます。
　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）につい
て電子提供措置をとっており、インターネット上の以下の各ウェブサイトに掲載しておりますので、
いずれかのウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認くださいますようお願い申しあげます。

（上記の当社ウェブサイトにアクセスいただき、ファイル名「第7期定時株主総会招集通知」を選択
してご確認ください。）

（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「さくらさくプラス」又は
「コード」に当社証券コード「7097」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類/PR情報」を順に
選択して「縦覧書類」にある「株主総会招集通知/株主総会資料」欄よりご確認ください。）

　なお、当日ご出席されない場合は、書面（郵送）又はインターネットのいずれかの方法によって議
決権を行使できますので、お手数ながら株主総会参考書類をご検討のうえ、２０２４年１０月２３日
（水曜日）午後５時４５分までに議決権を行使いただきますようお願い申しあげます。

敬　具
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１．日 時 ２０２４年１０月２４日（木曜日）午前１０時（受付開始：午前９時３０分）
２．場 所 東京都千代田区有楽町一丁目２番２号

東宝日比谷ビル　６階
株式会社さくらさくプラス本社会議室
末尾に記載の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １. 第７期（２０２３年８月１日から２０２４年７月３１日まで）事業報告、連結

計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
２. 第７期（２０２３年８月１日から２０２４年７月３１日まで）計算書類報告の

件
決 議 事 項
議 案 剰余金の処分の件

記

以　上

（１）当日ご出席の際は、お手数ながら本招集ご通知とあわせてお送りする議決権行使書用紙を会場
受付にご提出くださいますようお願い申しあげます。
（２）電子提供措置事項に修正が生じた場合は、上記インターネット上の当社ウェブサイト及び東証
ウェブサイトにおいて、その旨、修正前及び修正後の事項を掲載いたします。
（３）書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対する賛否の表
示がない場合は、賛成の表示があったものとしてお取り扱いいたします。
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議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆様の大切な権利です。
株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお願い申しあげます。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

株主総会に
ご出席される場合

書面（郵送）で議決権を
行使される場合

インターネットで議決権を
行使される場合

議決権行使書用紙を会場受付にご提出く
ださい。

議決権行使書用紙に議案に対する賛
否をご表示のうえ、切手を貼らずに
ご投函ください。

次ページの案内に従って、議案の賛
否をご入力ください。

日　時 行使期限 行使期限

2024年10月24日（木曜日）
午前10時（受付開始：午前9時30分）

2024年10月23日（水曜日）
午後5時45分到着分まで

2024年10月23日（水曜日）
午後5時45分入力完了分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内
こちらに議案の賛否をご記入ください。

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード
ログインID

仮パスワード

※議決権行使書用紙はイメージです。

見 本

議案

◦ 賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 反対する場合 「否」の欄に〇印

書面（郵送）およびインターネットの両方で議決権行使をされた場合は、インターネットによる議決権行使を有効な議決権行使としてお取り扱
いいたします。また、インターネットにより複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱いい
たします。
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インターネットによる議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法 ログインID・仮パスワードを
入力する方法

議決権行使書用紙に記載のログインID、仮パスワードを入力す
ることなく、議決権行使ウェブサイトにログインすることができ
ます。

議決権行使
ウェブサイト https://evote.tr.mufg.jp/

　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

議決権行使書用紙に記載のQRコードを読み取ってください。1

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード

ログインID

仮パスワード

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード

ログインID

仮パスワード

※「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

見 本

見 本

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。3

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

議決権行使書用紙に記載された「ログインID・仮パスワード」
を入力しクリックしてください。

2

「ログインID・仮パス
ワード」を入力

「ログイン」を
クリック

※操作画面はイメージです。

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォンの操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部　ヘルプデスク
0120－173－027

（通話料無料／受付時間 ９：00～21：00）
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(2023年８月 1 日から
2024年７月31日まで)
事　 業　 報　 告

１. 企業集団の現況
⑴ 当事業年度の事業の状況

① 事業の経過及び成果
当連結会計年度における我が国の経済は、社会活動に正常化の兆しが見え始め、インバウン

ド需要をはじめとする消費の回復など、景気の回復に動きがみえはじめました。その一方で、
長期化するウクライナ情勢、エネルギー価格の高騰やさらなる円安傾向による消費者物価の継
続的な上昇、さらに中東情勢の動向や中国の不動産不況による景気減速などもあり、国内景気
は依然、先行き不透明な状況にあります。また、厚生労働省の人口動態統計速報値（2024年
６月分）によると、2024年１～６月の出生数は前期比２万978人少ない35万74人と上半期
の出生数としては過去最少、３年連続で40万人を下回る結果となっています。

当社グループを取り巻く事業環境においては、2023年４月１日に「こども家庭庁」が発足
し、若い世代の子育て支援を目的とした「こども未来戦略方針」が2023年６月13日に閣議決
定され、児童手当の拡充や妊娠期からの切れ目のない支援の拡充等が盛り込まれました。ま
た、2023年12月22日には、政府全体のこども施策を推進していく「こども大綱」が閣議決
定され、さらに、2024年５月31日には、こども大綱に基づいて具体的な取り組みを一元的に
示した初のアクションプラン「こどもまんなか実行計画2024」が、こども政策推進会議にお
いて決定されました。この実行計画には少子化対策のための児童手当の拡充などを盛り込んだ
総額３兆6,000億円で実施する「加速化プラン」のほか、幅広い施策が盛り込まれています。

このような環境下、共働き家族・子育て家族を応援する事業を展開する当社グループは、男
女共同参画社会の実現に向けて取り組んでいく企業意思を改めて明確化するために、共働き家
族・子育て家族のための総合ソリューションカンパニーとして、新スローガン「日本の伸びし
ろを、花ひらかせる」を掲げ、企業ロゴを一新しました。株式会社さくらさくみらいが運営す
る保育サービスを中核に、子育て支援カフェ「みらいのテーブル」の運営や保育サービスの
ICT化を推進した子育て支援サービスの充実、子育て支援住宅の企画・開発、進学塾の運営、
保育業界に向けたeラーニングによる豊富な研修コンテンツの提供など、共働き家族・子育て
家庭とその周辺の皆さまへのサポートを強化し、安心と安全を提供すべく事業活動を推進して
おります。
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なお、当連結会計年度においては、株式会社さくらさくみらいで１施設の東京都認可保育所
を新規開設いたしました。また、株式会社VAMOSで１校舎の進学塾を新規開校し、株式会社
みんなのみらいで１店舗の子育て支援カフェ「みらいのテーブル」を新規開店しました。

（2024年４月開園）
さくらさくみらい　パークタワー勝どき（中央区）
（2024年４月開校）
VAMOS月島校（中央区）
（2024年４月開店）
みらいのテーブル月島（中央区）

以上の結果、当連結会計年度末時点で当社グループが営む保育施設の数は、認可保育所（東
京都）82施設、認可保育所（埼玉県）１施設、認可保育所（千葉県）１施設、認可保育所
（大阪府）３施設、認証保育所（東京都）１施設、小規模保育所（埼玉県）１施設の計89施
設となり、学習塾の数は５校（東京都）、子育て支援カフェの数は２店（東京都）となってお
ります。

この結果、当連結会計年度の経営成績は、売上高17,212百万円（前期比24.3％増）、営業
利益775百万円（同146.7%増）、経常利益871百万円（同60.5％増）、親会社株主に帰属す
る当期純利益607百万円（同86.5％増）となりました。

なお、当社グループは子ども・子育て支援事業の単一セグメントであるため、セグメント別
の記載は省略しております。

② 設備投資の状況
　当連結会計年度に実施した当社グループの設備投資の総額は1,025百万円であり、その主な
ものは、株式会社さくらさくパワーズの不動産取得及び、認可保育所の開設１施設のための内
装工事等であります。

③ 資金調達の状況
　当社グループの所要資金として、金融機関より長期借入金として1,131百万円および社債と
して300百万円の調達を行いました。また、資金の機動的かつ安定的な調達に向け、2024年
6月に取引銀行１行と100百万円の当座貸越契約を締結いたしました。

④ 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
　該当事項はありません。
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区 分 第 ４ 期
(2021年７月期)

第 ５ 期
(2022年７月期)

第 ６ 期
(2023年７月期)

第 ７ 期
(2024年７月期)
(当連結会計年度)

売 上 高 (百万円) 10,004 11,992 13,844 17,212

経 常 利 益 (百万円) 1,641 1,160 542 871

親 会 社 株 主 に 帰 属
す る 当 期 純 利 益 (百万円) 956 365 325 607

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 230円87銭 82円43銭 72円24銭 137円64銭

総 資 産 (百万円) 11,382 13,421 14,488 13,638

純 資 産 (百万円) 4,256 4,653 4,942 5,288

１ 株 当 た り 純 資 産 985円13銭 1,039円33銭 1,090円03銭 1,221円40銭

区 分 第 ４ 期
(2021年7月期)

第 ５ 期
(2022年7月期)

第 ６ 期
(2023年7月期)

第 ７ 期
(2024年７月期)

(当事業年度)
営 業 収 益 (百万円) 656 855 525 700

経 常 利 益 (百万円) 263 403 6 66
当 期 純 利 益 又 は
当 期 純 損 失 （ △ ） (百万円) 177 105 △29 △41
１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失(△) 42円94銭 23円69銭 △6円45銭 △9円48銭

総 資 産 (百万円) 2,030 2,315 2,481 2,056

純 資 産 (百万円) 1,538 1,672 1,606 1,304

１ 株 当 た り 純 資 産 355円96銭 373円56銭 355円81銭 302円43銭

⑵ 直前３事業年度の財産及び損益の状況
① 企業集団の財産及び損益の状況

（注）「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年3月31日）等を第５期の期首から適用し
ており、第５期以降については、当該会計基準等を適用した後の数値となっております。

② 当社の財産及び損益の状況

（注）「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年3月31日）等を第５期の期首から適用し
ており、第５期以降については、当該会計基準等を適用した後の数値となっております。
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会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

株式会社さくらさくみらい 93百万円 100.0％ 子ども・子育て支援事業

株式会社さくらさくパワーズ 9百万円 100.0％ 子ども・子育て支援事業

株 式 会 社 み ら い パ レ ッ ト 50百万円 80.0％ 子ども・子育て支援事業

株 式 会 社 Ｖ Ａ Ｍ Ｏ Ｓ 1百万円 100.0％ 子ども・子育て支援事業

株 式 会 社 み ん な の み ら い 50百万円 95.0％ 子ども・子育て支援事業

株式会社保育のデザイン研究所 30百万円 100.0％ 子ども・子育て支援事業

⑶ 重要な親会社及び子会社の状況（2024年７月31日現在）
① 親会社の状況
　　　該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況

（注）特定完全子会社に該当する子会社はありません。
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⑷ 対処すべき課題
① 継続的な人材の確保
　当社グループの子ども・子育て支援事業は、事業拡大にあたって保育士・栄養士・看護師資
格を有する優秀な人材等の確保が不可欠であるため、優秀な人材の確保に努めてまいります。
当社グループでは、年間を通じて全国各地で新卒の採用を含めた積極的な採用活動を行うとと
もに、従業員社宅制度や研修制度の充実、雇用条件の向上など、働きやすい環境づくりに注力
してまいります。

② ドミナント戦略の強化
　当社グループは、全国的な待機児童が減少する一方で、依然として底堅いニーズを保つ都心
部をターゲットとして、過去の運営実績や経験により培ったノウハウにより、収益性の高い認
可保育所に特化した施設開設に注力してまいりました。当面は首都圏都心部における児童の確
保に優位性があると見込まれるため、当該エリアにおける認可保育所の開設に注力していく方
針であります。

③ 新規事業への進出
　当社グループの主要事業及び収益源は子ども・子育て支援事業であるため、国や地方自治体
の政策の変更により当社グループの業績は大きく影響を受ける可能性があります。当該状況を
踏まえ、当社グループの経営の安定化を図るためにも、当社グループが保有するノウハウを活
用し、政策の影響を受けない新規事業領域への進出を継続的に実施してまいります。

④ コンプライアンスの遵守
　当社グループの運営する保育所サービスは許認可事業であるため、児童福祉法や施設利用者
の個人情報保護に関する法律等の関連法令を遵守することは、事業を継続するために特に重要
であると認識しております。当社グループでは、適宜改正される関連法令を適時に把握し、社
内に周知できるように社内規程等をはじめとしたルール及び体制を整備し、社内研修等により
コンプライアンス遵守の組織文化の醸成を図ってまいります。
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⑤ 設備投資資金の調達
　当社グループでは、当連結会計年度において認可保育所を１園開園いたしました。子ども子
育て支援事業に関する継続的な開設を計画していることから、開設に係る設備資金を安定的に
確保することが重要な課題であると認識しております。一方で、有利子負債比率の上昇は経営
の健全性を阻害する可能性があるため、財務の健全性の向上を図るべく、金融機関からの借
入、社債発行、株式発行等による複数の資金調達手段を組み合わせ、最適な財務政策を検討し
てまいります。

⑥ 不動産の確保
　当社グループが認可保育所を開設するにあたっては、不動産所有者から保育所建設予定の土
地や建物を賃借し、自治体より許認可を得ることとなります。ならびにその他周辺事業（子ど
も子育て支援）の拡張を含め、自治体、利用者、当社グループのそれぞれのニーズを満たす最
適な物件の情報を適時に取得するためには、不動産関連事業者等との関係構築が不可欠となり
ます。当社グループ経営陣は不動産業界での豊富な経験とネットワークを有しておりますが、
引き続きこれらのネットワークの拡充に努めてまいります。

⑸ 企業集団の主要な事業内容（2024年7月31日現在）
　　　当社の主要な事業は、子ども・子育て支援事業であります。

当 社 本社：東京都千代田区

株式会社さくらさくみらい 本社：東京都千代田区

株式会社さくらさくパワーズ 本社：東京都千代田区

株 式 会 社 み ら い パ レ ッ ト 本社：東京都千代田区

株 式 会 社 Ｖ Ａ Ｍ Ｏ Ｓ 本社：東京都武蔵野市

株 式 会 社 み ん な の み ら い 本社：東京都千代田区

株式会社保育のデザイン研究所 本社：神奈川県藤沢市

⑹ 企業集団の主要な拠点等（2024年７月31日現在）
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従 業 員 数 前事業年度末比増減 従業員の平均年齢 従業員の平均勤続年数

27(１)名 １名減（１名増） 41.4歳 6.５年

⑺ 企業集団の従業員の状況（2024年７月31日現在）
① 企業集団の従業員の状況
　　従業員数：1,771名（421名）　（前期比41（32）名増）

（注）１. 従業員数は、就業人員であります。
　　　２. 臨時雇用者数につきましては、年間の平均人員を（　）外数で記載しております。なお、臨時
　　　　　雇用者はパートタイマー、アルバイト、派遣社員を含んでおります。

② 当社の従業員の状況

（注）１. 従業員数は、当社子会社との兼務者を含む就業人員であります。
　　　２. 臨時雇用者数につきましては、年間の平均人員を（　）外数で記載しております。なお、臨時
　　　　　雇用者はパートタイマー、アルバイト、派遣社員を含んでおります。

借 入 先 借 入 残 高

株 式 会 社 横 浜 銀 行 2,073百万円

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 910百万円

朝 日 信 用 金 庫 473百万円

株 式 会 社 き ら ぼ し 銀 行 260百万円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 252百万円

株 式 会 社 り そ な 銀 行 212百万円

⑻ 企業集団の主要な借入先の状況（2024年７月31日現在）

（注）１. 借入残高が100百万円以上の金融機関を記載しております。
２. 当社及び連結子会社は、設備資金及び運転資金の安定的かつ効率的な調達を行うために取引銀行7行
と総額4,310百万円の当座貸越契約及び貸出コミットメント契約を締結しております。当該契約に基
づく当連結会計年度末の借入未実行残高は2,482百万円であります。
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株 主 名 持 株 数 （ 株 ） 持 株 比 率 ( % )

株 式 会 社 Ｔ Ｋ Ｓ 669,000 15.51

株 式 会 社 だ い ぎ 480,000 11.13

株 式 会 社 プ ラ ス ユ ー 464,000 10.76

中 山 隆 志 455,000 10.55

田 中 順 也 189,000 4.38

西 尾 義 隆 180,000 4.17

株 式 会 社 ク リ エ イ ト バ リ ュ ー 162,000 3.76

森 田 周 平 123,000 2.85

原 周 平 65,000 1.51

株 式 会 社 フ ル タ イ ム シ ス テ ム 65,000 1.51

２. 会社の現況
⑴ 株式の状況（2024年７月31日現在）

① 発行可能株式総数 12,000,000株
② 発行済株式の総数   4,520,800株（うち自己株式207,800株）
③ 株主数          1,985名
④ 大株主（上位10位）

（注）１．当社は、自己株式207,800株を保有しておりますが、上記大株主からは除外しておりま
す。

２．持ち株比率は自己株式を控除して計算しております。

⑤ その他株式に関する重要な事項
当社は、2024年１月９日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読
み替えて適用される同法第156条の規定に基づき、自己株式の取得について決議し、以下
のとおり取得いたしました。

イ．取得した株式の種類 当社普通株式
ロ．取得した株式の総数 207,800株
ハ．取得価額 199百万円
ニ．取得期間 2024年１月10日から2024年３月15日まで
ホ．取得理由 株主への利益還元の向上を図るとともに、経営環境の変化に対

応した機動的な資本政策を遂行するため
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第 １ 回 新 株 予 約 権

発 行 決 議 日 2017年10月16日

新 株 予 約 権 の 数 15個　
新 株 予 約 権 の 目 的 と な る
株 式 の 種 類 と 数

普通株式　（注）１ 4,500株
(新株予約権１個につき 300株)　

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額 新株予約権と引換えに払い込みは要
しない

新株予約権の行使に際して
出 資 さ れ る 財 産 の 価 額

新株予約権１個当たり 99,000円
(１株当たり 330円)　

権 利 行 使 期 間 2019年10月17日から
2027年10月16日まで

行 使 の 条 件 （注）２

役 員 の
保有状況

取 締 役
（社外取締役を除く）

新株予約権の数 ０個
目的となる株式数 ０株
保有者数 ０名　

社 外 取 締 役
新株予約権の数 ０個
目的となる株式数 ０株
保有者数 ０名　

監 査 役
新株予約権の数 15個
目的となる株式数 4,500株
保有者数 １名　

⑵ 新株予約権等の状況
① 当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予

約権の状況

（注）１. 2019年11月９日付株式分割（１株につき300株の割合）による分割後の株式数に換算して記載して
おります。

２. 新株予約権の行使の条件は下記のとおりであります。
（１）新株予約権者は、新株予約権の権利行使時においても、当社又は子会社の取締役、監査役又は使用

人であることを要する。但し、当社が特に行使を認めた場合はこの限りではない。
（２）新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。
（３）本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

② 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況
　　　該当事項はありません。
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会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 西 尾 義 隆
株式会社さくらさくみらい　代表取締役社長
株式会社さくらさくパワーズ　取締役
株式会社みらいパレット　取締役
株式会社みんなのみらい　代表取締役社長

取 締 役 副 社 長 中 山 隆 志

株式会社さくらさくみらい　取締役副社長
株式会社さくらさくパワーズ　取締役
株式会社あかるいみらいアセット　取締役
株式会社みらいパレット　取締役
株式会社みんなのみらい　取締役

取 締 役 専 務 森 田 周 平 株式会社さくらさくみらい　取締役専務
株式会社さくらさくパワーズ　取締役

取 締 役 北 村 聡 子

半蔵門総合法律事務所　パートナー
キャリアリンク株式会社　社外取締役
日本保険学会　理事
全国共済農業協同組合連合会　監事
株式会社ヤクルト本社　社外監査役

常 勤 監 査 役 野 中 利 夫

株式会社さくらさくみらい　監査役
株式会社さくらさくパワーズ　監査役
株式会社みらいパレット　監査役
株式会社VAMOS　監査役
株式会社みんなのみらい　監査役
株式会社保育のデザイン研究所　監査役

監 査 役 横 田 絵 美
株式会社さくらさくみらい　監査役
株式会社さくらさくパワーズ　監査役
Global　Mobility　Service株式会社　取締役

監 査 役 金 井 重 高 株式会社FUNDINNO　監査役

⑶ 会社役員の状況
① 取締役及び監査役の状況（2024年７月31日現在）

（注）１. 取締役 北村聡子氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。
２. 監査役 野中利夫氏及び金井重高氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。
３. 監査役 横田絵美氏及び金井重高氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当

程度の知見を有するものであります。
４. 当社は、取締役 北村聡子氏並びに監査役 野中利夫氏及び金井重高氏を、東京証券取引所の定めに基

づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
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区 分 支 給 人 数 報 酬 等 の 総 額

取 締 役
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

4名
（1名）

89百万円
（3百万円）

監 査 役
（ う ち 社 外 監 査 役 ）

4名
（3名）

14百万円
（12百万円）

合 計
（ う ち 社 外 役 員 ）

8名
（4名）

104百万円
（15百万円）

② 取締役及び監査役の報酬等
イ. 当事業年度に係る報酬等の総額

（注）１. 取締役の報酬限度額は、2018年10月31日開催の定時株主総会において年額300百万円以内と決議
いただいております。当該株主総会終結時点の取締役の員数は３名です。

２. 監査役の報酬限度額は、2018年10月31日開催の定時株主総会において年額50百万円以内と決議い
ただいております。当該株主総会終結時点の監査役の員数は３名です。

３. 当事業年度に係る報酬等は、月額報酬（固定）のみであります。
４．上記には、2023年10月26日開催の第６期定時株主総会終結の時をもって退任した監査役１名を含

んでおります。

ロ. 役員の報酬等の額の決定に関する方針
　取締役及び監査役の報酬等は、月額報酬（固定）のみで構成されております。監査役の報
酬は監査役の協議にて決定しております。また、取締役の報酬の決定方針は取締役会におい
て決議しており、その内容は以下のとおりです。取締役会は、当事業年度にかかる取締役の
個人別の報酬等は当該報酬の決定方針の内容と整合していると判断できることから、当該決
定方針に沿うものであると判断しております。
① 取締役の個人別の報酬等の額は、株主総会で決議された報酬限度額の範囲内で、当社の

経営状況、個々の役員の職責及び実績等を勘案し取締役会で決定する。
② 非金銭報酬等は採用せず、金銭報酬のみとする。
③ 業績連動報酬等は採用しない。
④ 月例固定報酬とする。
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区 分 氏 名 他 の 法 人 等 と の 兼 任 状 況 及 び
当 該 他 の 法 人 等 と の 関 係

取 締 役 北 村 聡 子

半蔵門総合法律事務所　パートナー
キャリアリンク株式会社　社外取締役
日本保険学会　理事
全国共済農業協同組合連合会　監事
株式会社ヤクルト本社　社外監査役

常 勤 監 査 役 野 中 利 夫 該当なし

監 査 役 金 井 重 高 株式会社FUNDINNO　監査役

区 分 氏 名 活 動 状 況

取締役 北 村 聡 子

当事業年度に開催された取締役会の全回に出席しました。弁護士として
の企業法務に関する幅広い知見から、その知識と経験に基づき、当社の
経営の重要事項の決定及び業務執行の監督を行う等、議案の審議等に関
して適宜助言や提言を行っております。

監査役 野 中 利 夫
当事業年度に開催された取締役会及び監査役会の全回に出席しました。
監査業務の豊富な経験に基づき、その専門的見地からの助言・提言を行
っております。

監査役 金 井 重 高
当事業年度に開催された取締役会及び監査役会の全回に出席しました。
公認会計士として主に会社の会計全般について、専門家としての見識に
基づく助言・提言を行っております。

③ 社外役員に関する事項
イ. 社外役員の重要な兼職等

（注）当社と各兼職先との間に特別の利害関係はありません。

ロ. 社外役員の主な活動状況

ハ. 社外役員が子会社等から受けた役員報酬等の総額
　　　該当事項はありません。
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④ 責任限定契約の内容の概要

　当社は、取締役（業務執行取締役であるものを除く）及び監査役との間で、会社法第427条
第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任について法令に定める要件に該当
する場合には、賠償責任を限定する契約を締結することができる旨を定款に定めており、当社
と取締役（業務執行取締役であるものを除く）及び監査役は、当該責任限定契約を締結してお
ります。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める額としております。なお、
当該責任限定が認められるのは、当該取締役（業務執行取締役であるものを除く）又は監査役
が責任の原因となった職務の遂行について善意でかつ重大な過失がないときに限られます。

⑤ 役員等賠償責任保険契約の内容の概要

　当社は、保険会社との間で、当社グループの取締役及び監査役の全員を被保険者として、会
社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結しております。当該保険契
約の内容は、会社役員等賠償責任保険普通保険の他、株主代表訴訟補償特約、会社補償支払特
約等であります。なお、当該保険の保険料は全額を会社が負担しております。

報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 23百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 23百万円

⑷ 会計監査人の状況
① 名称　　　　　　　　　　監査法人東海会計社

② 報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監
査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２. 監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人の評価及び選定基準策定に関する監査役等の実
務指針」を踏まえ、取締役会が提案した会計監査人に対する報酬に対して、監査時間や報酬単価等の
算出根拠を確認した結果、監査品質の維持向上のために相当であると判断し、会社法第399条第1項
の同意を行っています。
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③ 非監査業務の内容
　該当事項はありません。

④ 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　当社の監査役会の会計監査人の選定方針は、職業的専門家としての高い知見を有し、独立性
及び監査品質が確保されており、当社の業務内容や事業規模を踏まえ、コスト面を含めて効率
的かつ効果的な監査業務の運営が期待できることであります。
　会計監査人を選任・解任するにあたっては、当社の監査役会規程の「会計監査人の選解任に
関する決定等」に基づき、会計監査人の職務執行状況、監査体制、独立性及び専門性などが適
切であるかについて確認を行い、判断しております。
　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる
場合等には、監査役の全員の同意により、会計監査人の解任を決定いたします。
　また、会計監査人の監査品質、品質管理、独立性、総合的能力等の観点から、会計監査人が
監査を十全に遂行することが困難であると認められる場合には、監査役会は、株主総会に提出
する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。

⑤ 責任限定契約の内容の概要
　当社と会計監査人監査法人東海会計社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第
423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める額としております。
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３. 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
⑴ 業務の適正を確保するための体制
　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の適正を
確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。
① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
　取締役会規程に基づき、取締役会を原則として月に１回開催することとし、取締役間の情報
共有を図る。また、当社及び当社子会社の従業員により構成されるコンプライアンス委員会、
ハラスメント啓発委員会を毎月開催し、従業員への教育を行うことによりコンプライアンスの
強化を図る。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　法令及び文書管理規程等の社内規程に基づき、取締役の職務の執行に係る情報（株主総会議
事録、取締役会議事録、稟議書、契約書等）を保存・管理し、取締役、監査役及び内部監査室
が随時閲覧できる体制を整備する。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
イ. リスク管理規程に基づいて当社並びにグループ各社における業務を遂行するうえでのリス

クを分析、識別、予見し、有事の際には代表取締役社長がリスク管理統括責任者となり、
リスク管理委員会を組織したうえで迅速に対応する体制を整備する。

ロ. 連絡会議や役員会等の会議体において重要事項を適時に共有し、リスクへの対応を迅速に
行う体制を構築する。

ハ. 内部監査室の内部監査がリスクを早期に識別し、解消を図るための自浄作用の機能を果た
す体制を構築する。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
イ. 組織規程、稟議規程、決裁権限規程、業務分掌規程等により取締役の権限と責任や重要会

議体への報告義務を負う範囲等を明確化し、取締役の職務の執行が効率的に行われるよう
に職務を分掌する。

ロ. 重要事項については毎週開催される連絡会議及び役員会において事前に審議し、取締役会
における迅速かつ適正な意思決定を推進する。

－ 19 －



⑤ 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
イ. 子会社の経営等に係る重要事項については取締役会における報告、審議事項とし、同会に

おける審議を通じて企業集団における業務の適正性を確保する体制とする。
ロ. 子会社の役員は必ず当社の役員または従業員が１名は兼任する体制とし、子会社の重要な

情報について迅速に把握可能な体制を構築する。
ハ. 内部監査室は子会社の業務内容についてもその監査の範囲に含め、監査の結果を適時に代
表取締役社長に報告する。

⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する
事項及びその使用人の取締役からの独立性に関する事項

イ. 当社は、必要に応じて監査役と協議のうえで監査役の職務を補助すべき使用人を配置する
ことが出来るものとする。

ロ. 使用人を設置する場合には、同使用人の監査役補助業務については監査役の指揮命令系統
下に入るものとし、取締役及び他の業務執行組織の指揮命令は受けないものとする。

ハ. 監査役の職務を補助すべき使用人は、監査役からの指名により決定し、同使用人の人事異
動及び考課については監査役の同意を得ることとする。

⑦ 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他監査役への報告に関する体制
イ. 当社及びグループ各社の取締役及び使用人は、会社に著しい影響を及ぼす事実について、

監査役に速やかに報告することとする。
ロ. 常勤監査役は毎週開催される連絡会議及び役員会に出席し、また、月に１回開催される取

締役会に出席することにより、取締役及び使用人が重要な事項を報告することが出来る体
制を整備する。

⑧ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
イ. 代表取締役社長と監査役は適宜意見交換を行う。
ロ. 当社は、監査役が必要に応じて、社外の弁護士、公認会計士、その他専門家の意見を聴取

することが出来る体制を整備する。
ハ. 監査役の職務の執行に関する費用等について請求があった場合には、当該請求が監査役の

職務執行に明らかに必要でないと認められる場合を除き、所定の手続きに従いこれに応じ
ることとする。
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⑨ 反社会的勢力との取引排除に向けた基本的考え方及びその整備状況
　当社及び当社グループ各社は、反社会的勢力排除に関する規程に基づき、いかなる場合にお
いても反社会的勢力に対し、金銭その他の経済的利益を提供しない方針とする。また、必要に
応じて警察や弁護士等の外部の専門機関と連携し、体制の強化を図る。

⑵ 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当事業年度における、当社の業務の適正を確保するための体制の運用状況の概況は、以下のと
おりであります。
① コンプライアンスに対する取組みの状況
　当社代表取締役社長が委員長を選任し、当社及び子会社の従業員で構成されるコンプライア
ンス委員会及びハラスメント啓発委員会を定期的に開催し、従業員への教育を行うことにより
コンプライアンスの強化を図りました。

② 取締役の職務の執行が効率的に行われるための取組みの状況
　定期的な取締役会や、役員会等の開催に加え、必要に応じて臨時の取締役会を開催すること
により、法令や定款等に定められた重要事項を決定するとともに、業務の効率的な執行を図る
ほか、取締役の職務執行状況を監督いたしました。また、当社及び子会社では、組織規程、職
務分掌規程、職務権限規程を定め、これにより責任の明確化及び効率的な業務の遂行を図って
おります。

③ 子会社における業務の適正を確保する取組みの状況
　子会社の経営等に係る重要事項については当社取締役会における報告、同会における審議を
通じて企業集団における業務の適正性を確保する体制としております。また、子会社の役員は
必ず当社の役員または従業員が１名は兼任する体制とし、子会社の重要な情報について迅速に
把握可能な体制を構築しております。

④ 監査役の監査が実効的に行われることに対する取組みの状況
　監査役は、取締役会及び役員会等の重要な会議への出席や稟議書等の重要書類の閲覧のほ
か、必要に応じて取締役、使用人にヒアリングを行うことで監査の実効性を確保するととも
に、適宜助言等を行いました。また、代表取締役との意見交換や、内部監査室との適切な連携
等を推進することにより、効果的な監査業務の遂行を図りました。
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４. 会社の支配に関する基本方針
　　　該当事項はありません。
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科 目 金 額 科 目 金 額
（資　  産　  の　  部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

仕 掛 販 売 用 不 動 産

未 収 入 金

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機 械 装 置 及 び 運 搬 具

土 地

リ ー ス 資 産

そ の 他

無 形 固 定 資 産

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

敷 金 及 び 保 証 金

そ の 他　

4,019

1,492

1,031

1,160

335

9,619

8,317

7,432

192

459

126

106

375

375

926

724

202　

（負　  債　  の　  部）
流 動 負 債 3,202
短 期 借 入 金 1,053
１年内返済予定の長期借入金 473
未 払 金 741
未 払 法 人 税 等 201
賞 与 引 当 金 230
そ の 他 502

固 定 負 債 5,147
社 債 199
長 期 借 入 金 2,763
繰 延 税 金 負 債 2,074
そ の 他 109

負 債 合 計 8,349
（純　資　産　の　部）

株 主 資 本 5,267
資 本 金 581
資 本 剰 余 金 767
利 益 剰 余 金 4,118
自 己 株 式 △199

非 支 配 株 主 持 分 20
純 資 産 合 計 5,288

資 産 合 計 13,638 負 債 純 資 産 合 計 13,638

連 結 貸 借 対 照 表
（2024年７月31日現在）

（単位：百万円）

（注）金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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(2023年８月 1日から
2024年７月31日まで)

科 目 金 額
売 上 高 17,212
売 上 原 価 14,900
売 上 総 利 益 2,312
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,536
営 業 利 益 775
営 業 外 収 益

補 助 金 収 入 184
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 12
そ の 他 9 206

営 業 外 費 用
支 払 利 息 50
開 業 準 備 費 46
支 払 手 数 料 8
そ の 他 4 110

経 常 利 益 871
特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 21
減 損 損 失 375 396

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 474
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 231
法 人 税 等 調 整 額 △362 △131
当 期 純 利 益 606
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 損 失 △1
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 607

連 結 損 益 計 算 書

（単位：百万円）

（注）金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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(2023年８月 １日から
2024年７月31日まで)

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自己株式 株主資本合計

当 連 結 会 計 年 度 期 首 残 高 580 766 3,573 － 4,920

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △62 △62

新 株 の 発 行 1 1 2

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 607 607

自 己 株 式 の 取 得 △199 △199
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 当 連 結
会 計 年 度 変 動 額 ( 純 額 )

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額 合 計 1 1 545 △199 347

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 581 767 4,118 △199 5,267

非支配株主
持　　　分 純資産合計

当 連 結 会 計 年 度 期 首 残 高 22 4,942

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △62

新 株 の 発 行 2

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 607

自 己 株 式 の 取 得 △199
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 当 連 結
会 計 年 度 変 動 額 ( 純 額 ) △1 △1

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額 合 計 △1 346

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 20 5,288

連結株主資本等変動計算書

（単位：百万円）

（注）金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表
１. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

⑴ 連結の範囲に関する事項
　連結子会社の状況

・連結子会社の数 ６社
・連結子会社の名称 株式会社さくらさくみらい

株式会社さくらさくパワーズ
株式会社みらいパレット
株式会社ＶＡＭＯＳ
株式会社みんなのみらい
株式会社保育のデザイン研究所

⑵ 持分法の適用に関する事項
① 持分法を適用した関連会社の状況

・持分法適用の関連会社数 ２社
・持分法適用の会社等の名称 株式会社あかるいみらいアセット

Hana TED.,JSC

② 持分法適用手続に関する特記事項
持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、
各社の事業年度に係る計算書類を使用しております。

⑶ 連結の範囲及び持分法の適用の範囲の変更に関する注記
① 連結の範囲の変更 該当事項はありません。
② 持分法適用の範囲の変更 該当事項はありません。

⑷ 連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうち、株式会社ＶＡＭＯＳについては、連結計算書類の作成にあたって、６月30日現在
で実施した決算に基づく計算書類を使用しております。なお、決算日と連結決算日との間に生じた重要な
取引については連結上必要な調整を行っております。その他の連結子会社の決算日は、連結会計年度と一
致しております。
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⑸ 会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法

棚卸資産の評価基準及び評価方法
　仕掛販売用不動産 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げ

の方法により算定）によっております。

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ. 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。
ただし、建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取
得した建物附属設備及び構築物は定額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物　　　３年～47年
機械装置及び運搬具　６年～17年
工具、器具及び備品　４年～15年

ロ. 無形固定資産（リース資産を除く）
・自社利用のソフトウエア 社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

ハ. リース資産
・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用してお
ります。

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採用してお
ります。

③ 重要な引当金の計上基準
　　賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額の当連結

会計年度負担額を計上しております。

④ のれんの償却方法及び償却期間
　のれんの償却については、効果の発現する期間を合理的に見積り、当該期間にわたり均等償却してお
ります。
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⑤ 収益及び費用の計上基準
　当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主な履行義務の内容及び履行義務を充足
する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。
・子ども・子育て支援事業

　保育所においては、主に自治体からの認可等に基づき、運営を行うことにより、一定の補助金の収
入を得ております。当該補助金については、園児数、保育士数などの一定の要件に応じた保育園等の
運営を行うことにより履行義務が充足されることとなりますので、契約期間にわたり収益を認識して
おります。
　また、認証保育所及び保育周辺サービス並びに進学塾サービスにおいては、保護者との契約によ
り、原則としてサービスを提供した時点で履行義務が充足されることとなりますが、主に計算期間の
単位を１ヶ月とし、月単位で収益を認識しております。
　さらに、不動産売却収入については、顧客に不動産を引渡す義務を負っており、引渡の時点で収益
を認識しております。

⑥ その他連結計算書類の作成のための重要な事項
イ. 株式交付費

　支出時に全額費用として処理しております。
ロ. 社債発行費
　　支出時に全額費用として処理しております。
ハ. 控除対象外消費税等の会計処理

控除対象外消費税等については、発生連結会計年度の費用として処理しております。
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仕 掛 販 売 用 不 動 産 1,031百万円

2. 表示方法の変更に関する注記
　(連結貸借対照表)
　前連結会計年度において、「投資その他の資産」の「その他」に含めていた「敷金及び保証金」は、金額的
重要性が増したため、当連結会計年度より区分掲記しております。なお、前連結会計年度の「敷金及び保証
金」は696百万円であります。

　前連結会計年度において、「固定負債」に区分掲記しておりました「リース債務」（当連結会計年度は、
93百万円）は、金額的重要性が乏しくなった為、当連結会計年度より「その他」に含めて表示しておりま
す。

３. 会計上の見積りに関する注記
⑴ 販売用不動産の評価

① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　販売用不動産等は、個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方
法）により評価を行っております。期末時点の販売予定価格から見積追加原価及び見積販売直接経費を
控除した正味売却価額が簿価を下回る場合は、正味売却価額と簿価との差額を棚卸資産評価損として計
上しております。
　正味売却価額の算定に当たっては、販売見込額及び建設コストの動向等を考慮した事業計画に基づい
ております。販売見込額の主要な仮定には、想定賃料、還元利回りを用いております。
　当該見積り及び当該仮定について、市場環境の変化により前提条件が変更された場合には当社グルー
プの業績及び財政状態に重要な影響を与える可能性があります。
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金額

繰 延 税 金 資 産 18百万円

金額
有 形 固 定 資 産 8,317百万円
無 形 固 定 資 産 375百万円
減 損 損 失 375百万円

⑵ 繰延税金資産
① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　繰延税金資産の回収可能性は、将来の税金負担額を軽減する効果を有するかどうかで判断しておりま
す。当該判断は、収益力に基づく一時差異等加減算前課税所得の十分性、タックス・プランニングに基
づく一時差異等加減算前課税所得の十分性及び将来加算一時差異の十分性のいずれかを満たしているか
どうかにより判断しております。
　課税所得の見積りには、将来計画の前提となった数値を、経営環境等の外部要因に関する情報や当社
グループが用いている内部の情報に基づいて見積っております。
　当該見積り及び当該仮定について、市場環境の変化により前提条件が変更された場合には当社グルー
プの業績及び財政状態に重要な影響を与える可能性があります。

⑶ 減損損失
① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として保育所等の施設ごとにグルーピング
しております。資産グループごとに、営業活動から生じる損益が継続してマイナス、あるいは主要な資
産の市場価格の著しい下落等により、減損の兆候の有無を把握し、兆候が識別された資産グループには
減損の認識の判定を実施しております。減損の認識の判定は、各資産グループにおける割引前将来キャ
ッシュ・フロー総額と各資産グループの固定資産の帳簿価額の比較によって実施しております。減損の
認識が必要な場合、減損の測定に当たっては加重平均資本コストを基礎として算定した割引率を使用し
て求められた割引後将来キャッシュ・フロー合計額である使用価値又は正味売却価額のいずれか高い方
の金額まで帳簿価額の切り下げを行っております。
　将来キャッシュ・フローは、経営環境等の外部要因に関する情報や当社グループが用いている内部の
情報に基づいて見積っております。当該見積りには、各園の園児数の推移などの仮定を用いておりま
す。当該見積り及び当該仮定について、市場環境の変化により前提条件が変更された場合には、損失が
発生する可能性があります。
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の れ ん

（ 無 形 固 定 資 産 の そ の 他 ） 124百万円

有形固定資産の減価償却累計額 2,547百万円

当座貸越極度額及び貸出コミットメントの総額 4,310百万円
借入実行残高 1,828百万円
差引額 2,482百万円

⑷ のれんの評価
① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　企業結合により取得したのれん（連結貸借対照表の無形固定資産その他に含まれている）は、取得原
価と被取得企業の識別可能資産及び負債の企業結合日時点の時価との差額で計上し、その効果の及ぶ期
間にわたって、定額法により規則的に償却しております。
　のれんの償却期間については、取得時点における事業計画に基づく投資の回収期間等を勘案し、超過
収益力の効果の発現期間を見積もっております。
　また、各連結会計年度において、のれんの減損の兆候の有無を把握し、減損の兆候が認められる場合
には、のれんが帰属する事業から得られる将来キャッシュ・フローの総額と帳簿価額を比較することに
より減損損失の認識の要否を判定しております。なお、当連結会計年度においては、のれんの減損の兆
候はないと判断しており、減損損失は計上しておりません。

４. 連結貸借対照表に関する注記
⑴ 資産に係る減価償却累計額

⑵ 当座貸越契約
　当社及び連結子会社は、運転資金の効率的な調達を行うために取引銀行と当座貸越契約及び貸出コミ
ットメント契約を締結しております。当連結会計年度末における当座貸越契約及び貸出コミットメント
契約に係る借入未実行残高は次のとおりであります。
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仕掛販売用不動産 620百万円
土地 459百万円
建物及び構築物 227百万円

１年内返済予定の長期借入金 45百万円
長期借入金 1,398百万円

顧客との契約から生じた債権 21百万円

契約負債 53百万円

⑶ 担保に供している資産及び担保に係る債務
① 担保に供している資産

② 担保に係る債務

⑷ 顧客との契約から生じた債権、契約資産及び契約負債の残高
① その他の流動資産のうち、顧客との契約から生じた債権の金額は以下のとおりであります。

② その他の流動負債のうち、契約負債の金額は以下のとおりであります。
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株 式 の 種 類 当 連 結 会 計 年 度
期 首 の 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
増 加 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
減 少 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
末 の 株 式 数

普 通 株 式 4,513,900株 6,900株 －株 4,520,800株

株 式 の 種 類 当 連 結 会 計 年 度
期 首 の 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
増 加 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
減 少 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
末 の 株 式 数

普 通 株 式 －株 207,800株 －株 207,800株

決 議 株 式 の 種 類 配当金の総額 １ 株 当 た り
配 当 額 基 準 日 効 力 発 生 日

2023年10月26日
定 時 株 主 総 会 普通株式 27百万円 6円 2023年７月31日 2023年10月27日

2024年３月13日
取 締 役 会 普通株式 35百万円 8円 2024年１月31日 2024年４月15日

決 議 予 定 株 式 の 種 類 配 当 の 原 資 配当金の総額 １株当たり
配 当 額 基 準 日 効力発生日

2 0 2 4 年 1 0 月 2 4 日
定 時 株 主 総 会 普通株式 利益剰余金 51百万円 12円 2024年７月31日 2024年10月25日

普通株式 229,800株

５. 連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴ 発行済株式の種類及び総数

（注）普通株式の発行済株式の総数の増加は、新株予約権の行使による増加分であります。

　⑵ 自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）自己株式の数の増加は、取締役会の決議に基づく自己株式の取得207,800株による増加分であります。

⑶ 剰余金の配当に関する事項
① 配当金支払額等

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

⑷ 当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的
となる株式の種類及び数
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６. 金融商品に関する注記
⑴ 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針
　主に子ども・子育て支援事業を行うための設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入）を調
達しております。一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用しております。また、短期的な運転資金を
銀行借入等により調達しております。デリバティブ取引は行わない方針であります。

② 金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク
　未収入金は、主に自治体に対する助成金収入の未収計上であり、リスクは限定的であります。
　敷金及び保証金は、主として施設の賃借に伴い発生する差入保証金であり、差入先の信用リスクに晒さ
れております。
　未払金及び未払法人税等は、短期的に決済されるものであります。また短期借入金は主に運転資金の資
金調達であり、長期借入金は主に設備投資に係る資金調達であります。このうち未払金、未払法人税等、
借入金については流動性リスクに晒されております。一部の借入金については変動金利であり、金利変動
のリスクに晒されております。

③ 金融商品に係るリスク管理体制
イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理
　当社グループは、自治体以外の取引先に対する未収入金や敷金及び保証金が発生した場合には、社内規
程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、信用状況を定期的に把握し、財務状況等
の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図る体制としております。
ロ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
　当社グループは、月次単位での支払予定を把握する等の方法により、手許流動性について早期把握やリ
スク軽減に向けた管理をしております。
ハ．市場リスク（金利等の変動リスク）の管理
　当社グループは、定期的に金利の動向を把握し、固定金利・変動金利のバランスを勘案して対応するこ
とでリスクの軽減を図っております。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場性がない場合には合理的に算定された価額が
含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用
することにより、当該価額が変動することもあります。
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連結貸借対照表計上額 時 価 差 額
敷 金 及 び 保 証 金 724百万円 547百万円 △176百万円
資 産 計 724 547 △176
社 　 　 　 債 （ ※ ２ ） 300 300 ０
長 期 借 入 金 （ ※ ２ ） 3,236 3,236 △０
負 債 計 3,536 3,537 ０

区　　分
時　　　　　価

レ ベ ル １ レ ベ ル ２ レ ベ ル ３ 合 計
敷 金 及 び 保 証 金 －百万円 547百万円 －百万円 547百万円
資 産 計 － 547 － 547
社 　 　 　 債 （ ※ 1 ） － 300 － 300
長 期 借 入 金 （ ※ 1 ） － 3,236 － 3,236
負 債 計 － 3,537 － 3,537

⑵ 金融商品の時価等に関する事項
　2024年７月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり
ます。

（※１）現金及び預金、未収入金、短期借入金、未払金、未払法人税等については、現金であること、及び短期
間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

（※２）社債及び長期借入金は、１年以内に期限の到来する金額を含めております。

⑶ 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の3つのレベル
に分類しております。

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した

時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ
属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

① 時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
　該当事項はありません。

② 時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

（※１）社債及び長期借入金は、１年以内に期限の到来する金額を含めております。
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１年以内 １年超
５年以内

５年超
10年以内 10年超

敷 金 及 び 保 証 金 － 78 12 633
合 計 － 78 12 633

１年以内 １年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内 ５年超

社 　 　 　 債 （ ※ １ ） 100 100 99 － － －
長 期 借 入 金 （ ※ １ ） 473 451 369 1,086 204 651
合 計 573 551 468 1,086 204 651

（注１）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
敷金及び保証金
　回収可能性を反映した将来キャッシュ・フローを残存期間に対応する国債の利回りを基礎とした合理
的な指標で割り引いた現在価値により算出しております。

社債、長期借入金
　これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割
り引いた現在価値により算定しているため、その時価をレベル２の時価に分類しております。

（注２）金銭債権の連結決算日後の償還予定額
（単位：百万円）

（注３）社債及び長期借入金の連結決算日後の返済予定額
（単位：百万円）

（※１）社債及び長期借入金は、１年以内に期限の到来する金額を含めております。
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金額

保 育 所 14,325百万円

そ の 他 2,829

顧客との契約から生じる収益 17,154

そ の 他 の 収 益 （ 注 ） 58

外 部 顧 客 へ の 売 上 高 17,212

金額
顧客との契約から生じた債権
（ 期 首 残 高 ） 1,229百万円
顧客との契約から生じた債権
（ 期 末 残 高 ） 1,180

契 約 負 債 （ 期 首 残 高 ） 22

契 約 負 債 （ 期 末 残 高 ） 53

７. 収益認識に関する注記
⑴ 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　当社グループは、子ども・子育て支援事業の単一セグメントであり、顧客との契約から生じる収益を分
解した情報は、以下のとおりであります。

（注）「その他の収益」は企業会計基準第10号「金融商品に関する会計基準」及び企業会計基準第13号
　　　「リース会計基準」に基づくものです。

⑵ 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　収益を理解するための基礎となる情報は、「１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に
関する注記等⑸ 会計方針に関する事項 ⑤ 収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

⑶ 顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会
計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び
時期に関する情報

① 契約資産及び契約負債の残高等

（注）契約負債は、履行義務の充足前に対価を受領しているものです。当連結会計年度期首時点で保有し
ていた契約負債に関しては、主に当連結会計年度の収益として認識しております。

② 残存履行義務に配分した取引価格
　　　当社グループでは、当初に予想される契約期間が１年を超える重要な取引はありません。また、顧客

との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。
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⑴ １株当たり純資産額 1,221円40銭
⑵ １株当たり当期純利益 137円64銭

８. １株当たり情報に関する注記

９. 重要な後発事象に関する注記
取得による企業結合
　当社は、2024年９月４日開催の取締役会において、株式会社YELLの全株式を取得し、子会社化することにつ
いて決議し、同日付で株式譲渡契約を締結し、2024年９月４日付で全株式を取得しました。
（１）企業結合の概要
①被取得企業の名称及びその事業の内容
被取得企業の名称：株式会社YELL
事業の内容：自社OEM商品（女性向けのサプリメント商品）の企画・販売

②企業結合を行った主な理由
　当社は、保育所運営を中心に共働き家族・子育て家族を応援する事業を様々展開し、子どもを産み育てやすい
社会の実現を目指してきました。人口減少や働き手減少が進む現代において、共働き家族や子育て家族こそ
が“日本の伸びしろ”だと考えています。しかし、女性の社会進出が進む一方で、妊娠、出産、更年期などのライ
フステージにおける健康課題へのサポートが整っていない現状が課題となっています。経済産業省の調査では、
女性特有の健康問題による労働損失等の経済損失は、社会全体で約3.4兆円に上ると推計されています。同市場
は、女性が「仕方がない」と諦めていた苦痛や悩みに介入し、改善を目指すものです。具体的には、身体の健
康、心の健康、社会的な健康のほか、世代ごとの悩みやセクシャルウェルネスなど、多岐にわたる分野が考えら
れます。このような現状を踏まえ、当社はフェムケア分野での事業拡大を図り、女性をサポートすることで、よ
り多角的な事業展開を進め、社会に必要とされる企業として成長を続けていきたいと考えています。
　株式会社YELLは女性向けサプリメント商品「ママエール」を展開しており、高いユーザー評価を獲得してい
ます。この優れた商品ラインを取り込むことで、当社のフェムケア・フェムテック事業を一層充実させ、女性の
健康支援に貢献することを目指します。また、女性をサポートすることは、働き手不足の解消や社会課題の解決
にも直結するものであり、共働き家族や子育て家族がより安心して生活できる社会づくりへ、更なる貢献が可能
となるとともに、当社グループ全体の企業価値向上と両社の更なる発展に寄与できるものと判断し、株式を取得
することといたしました。

③企業結合日
　2024年９月４日

④企業結合の法的形式
　株式取得
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⑤結合後企業の名称
　株式会社YELL

⑥取得した議決権比率
　100％

⑦取得企業を決定するに至った主な根拠
　当社が現金を対価として株式を取得したことによるものです。

（２）被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳
　取得価額につきましては、第三者の評価結果等を参考に、株式取得の相手方と協議して決定しておりますが、
売主との協議により開示を差し控えております。

（３）発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
　現時点では確定しておりません。

（４）企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳
　現時点では確定しておりません。
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科 目 金 額 科 目 金 額
（資　  産　  の　  部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

関 係 会 社 未 収 入 金

前 払 費 用

関 係 会 社 短 期 貸 付 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

工 具 、 器 具 及 び 備 品

リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

関 係 会 社 株 式

関 係 会 社 長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

敷 金 及 び 保 証 金

そ の 他　

631

213

142

18

406

3

△152

1,425

90

78

9

2

6

0

6

1,327

626

555

8

119

17　

（負　  債　  の　  部）
流 動 負 債 397
短 期 借 入 金 153
１年内返済予定の長期借入金 107
未 払 金 55
関 係 会 社 未 払 金 0
未 払 費 用 5
未 払 法 人 税 等 58
預 り 金 6
賞 与 引 当 金 7
そ の 他 2

固 定 負 債 354
長 期 借 入 金 354
リ ー ス 債 務 0

負 債 合 計 752
（純　資　産　の　部）

株 主 資 本 1,304
資 本 金 581
資 本 剰 余 金 767
資 本 準 備 金 531
そ の 他 資 本 剰 余 金 235

利 益 剰 余 金 155
そ の 他 利 益 剰 余 金 155
繰 越 利 益 剰 余 金 155

自 己 株 式 △199
純 資 産 合 計 1,304

資 産 合 計 2,056 負 債 純 資 産 合 計 2,056

貸　借　対　照　表
（2024年７月31日現在）

（単位：百万円）

（注）金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

－ 40 －



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

(2023年８月 １日から
2024年７月31日まで)

科 目 金 額

営 業 収 益 700

営 業 費 用 508

営 業 利 益 192

営 業 外 収 益

受 取 利 息 12

そ の 他 0 13

営 業 外 費 用

支 払 利 息 5

支 払 手 数 料 6

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 126

そ の 他 0 138

経 常 利 益 66

特 別 損 失

関 係 会 社 株 式 評 価 損 47

そ の 他 0 47

税 引 前 当 期 純 利 益 18

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 53

法 人 税 等 調 整 額 6 60

当 期 純 損 失 △41

損　益　計　算　書

（単位：百万円）

（注）金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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(2023年８月 １日から
2024年７月31日まで)

株 主 資 本

純資産合
計資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰
余 金

自己株式 株 主 資
本 合 計資 　 本

準 備 金
そ の 他
資 本 剰
余 金

資 本 剰
余 金 合

計

そ の 他
利 益 剰
余 金 利 　 益

剰 余 金
合 　 計繰越利

益剰余
金

当 期 首 残 高 580 530 235 766 259 259 － 1,606 1,606

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △62 △62 △62 △62

新 株 の 発 行 1 1 1 2 2

当 期 純 損 失 △41 △41 △41 △41

自 己 株 式 の 取 得 △199 △199 △199

当 期 変 動 額 合 計 1 1 － 1 △104 △104 △199 △301 △301

当 期 末 残 高 581 531 235 767 155 155 △199 1,304 1,304

株主資本等変動計算書

（単位：百万円）

（注）金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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　個別注記表
１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴ 資産の評価基準及び評価方法
有価証券の評価基準及び評価方法
子会社株式及び関連会社株式　　移動平均法による原価法を採用しております。

⑵ 固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、建物（建物附属設備を含む）につ
いては定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物　　　　　　　　８年～23年
工具、器具及び備品　４年～15年

② 無形固定資産（リース資産を除く）
・自社利用のソフトウエア 社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

③ リース資産
・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採用してお
ります。

⑶ 引当金の計上基準
　 賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額の当事業

年度負担額を計上しております。
　 貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

⑷ 収益及び費用の計上基準
　当社における収益は、主に関係会社等からの経営指導料であります。経営指導料については、関係会社
等に対し、経営方針の策定、事業運営等の指導を行うことを履行義務としており、当該履行義務は、継続
的な役務提供によって充足されるため、時の経過に応じて収益を認識しております。
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金額

繰 延 税 金 資 産 8百万円

金額

 関 係 会 社 株 式 626百万円

 関 係 会 社 短 期 貸 付 金 406百万円

 関 係 会 社 長 期 貸 付 金 555百万円

 貸 倒 引 当 金 △152百万円

⑸ その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
① 株式交付費
　　支出時に全額費用として処理しております。
② 控除対象外消費税等の会計処理
　　控除対象外消費税等については、発生事業年度の費用として処理しております。

2. 会計上の見積りに関する注記
　 (1)繰延税金資産

① 当事業年度の計算書類に計上した金額

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　繰延税金資産の回収可能性は、将来の税金負担額を軽減する効果を有するかどうかで判断しておりま
す。当該判断は、収益力に基づく一時差異等加減算前課税所得の十分性、タックス・プランニングに基
づく一時差異等加減算前課税所得の十分性及び将来加算一時差異の十分性のいずれかを満たしているか
どうかにより判断しております。
　課税所得の見積りには、将来計画の前提となった数値を、経営環境等の外部要因に関する情報や当社
が用いている内部の情報に基づいて見積っております。
　当該見積り及び当該仮定について、市場環境の変化により前提条件が変更された場合には当社の業績
及び財政状態に重要な影響を与える可能性があります。

　 (2)関係会社投融資の評価
① 当事業年度の計算書類に計上した金額
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有形固定資産の減価償却累計額 17百万円

当座貸越契約の総額 1,150百万円
借入実行残高 120百万円
差引額 1,030百万円

株式会社さくらさくパワーズ 473百万円

関係会社との取引高
営業取引による取引高

営業収益 698百万円
営業取引以外の取引による取引高 112百万円

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　　　関係会社株式については発行会社の財政状態が著しく悪化したときは、回復可能性が十分な証拠によって

裏付けられる場合を除いて、相当の減額を行っております。また、関係会社に対する貸付金等の債権の貸倒
損失に備えるため、財政状態が著しく悪化した関係会社に対して個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込
額を貸倒引当金として計上しております。しかしながら、翌事業年度の関係会社の財政状態により、関係会
社株式については追加の減額、貸倒引当金については追加引当又は取崩が必要となる可能性があります。

3. 貸借対照表に関する注記
⑴ 資産に係る減価償却累計額

⑵ 当座貸越契約
　当社は、資本効率の向上を図りつつ、必要な時に運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行２行
と当座貸越契約を締結しております。当事業年度末における当座貸越契約に係る借入未実行残高等は次
のとおりであります。

⑶ 保証債務
　次の関係会社等の金融機関からの借入に対し、債務保証を行っております。

　また、株式会社ＶＡＭＯＳの施設賃料（４施設）について、債務保証を行っており、当期の年間賃借
料は22百万円であります。

４. 損益計算書に関する注記
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普通株式 207,800株

繰延税金資産
賞与引当金 2百万円
資産除去債務 0百万円
未払事業税 3百万円
関係会社株式評価損 67百万円
貸倒引当金 46百万円
その他 2百万円
繰延税金資産小計 122百万円

　評価性引当額 △114百万円
繰延税金資産合計 8百万円
繰延税金資産の純額 8百万円

５. 株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度の末日における自己株式の種類及び数

６. 税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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種 類 会社等の名称 議決権等の所有
（被所有）割合 関連当事者との関係 取引内容 取 引 金 額

（百万円） 科 目 期 末 残 高
（百万円）

子 会 社

株式会社さくら
さ く み ら い 直接 100.0％

所有

　

経営指導契約の
締結、設備の賃
借 、 役 員 の 兼
任、資金の貸付

経営指導料
の 受 取
（注）１

603 関 係 会 社
未 収 入 金 56

事務所共用
費 の 受 取
（注）１

91 関 係 会 社
未 収 入 金 8

資金の貸付
（注）２ 420 関係会社短

期貸付金 107
貸付金の回
収（注）２ 727 関係会社長

期貸付金 555
利息の受取
（注）２ 9 － －

株式会社さくら
さ く パ ワ ー ズ 直接 100.0％

所有

　

経営指導契約の
締結、設備の賃
借 、 役 員 の 兼
任、資金の貸付

経営指導料
の 受 取
（注）１

83 関 係 会 社
未 収 入 金 75

資金の貸付
（注）２ 75 － －
貸付金の回
収（注）２ 75 － －
利息の受取
（注）２ 0 － －
銀行借入に対する
債務保証（注）３ 473 － －

株式会社みらい
パ レ ッ ト 直接 80.0％

所有

　

経営指導契約の
締結、設備の賃
借 、 役 員 の 兼
任、資金の貸付

資金の貸付
（注）２ 10 関係会社短

期貸付金 90
利息の受取
（注）２ 0 － －

株 式 会 社
V A M O S 直接 100.0％

所有

　
経営指導契約の
締結、役員の兼
任、資金の貸付

資金の貸付
（注）２ 50 関係会社短期貸付

金（注）5 150
利息の受取
（注）２ 1 － －
不動産賃貸
借契約に対
する債務保
証（注）４

22 － －

株式会社みんな
の み ら い 直接 95.0％

所有

　

経営指導契約の
締結、設備の賃
借 、 役 員 の 兼
任、資金の貸付

資金の貸付
（注）２
貸付金の回
収（注）２
利息の受取
（注）２

46

3

0

関係会社短期貸付
金（注）6
－
－

58

－

－

７. 関連当事者との取引に関する注記
子会社及び関連会社等

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）１. 経営指導料、事務所共用費については、契約に基づき合理的に決定しております。
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⑴ １株当たり純資産額 302円43銭
⑵ １株当たり当期純利益 △9円48銭

２. 株式会社さくらさくみらい、株式会社さくらさくパワーズ、株式会社みらいパレット、株式会社ＶＡ
ＭＯＳ、株式会社みんなのみらいへの資金の貸付については市場金利を勘案して決定しております。

３. 株式会社さくらさくパワーズの銀行借入について、債務保証を行っております。債務保証の取引金額
は、事業年度末の借入金残高を記載しております。なお、保証料の支払は行っておりません。

４．株式会社ＶＡＭＯＳの一部の賃貸借契約に係る債務保証を行っております。なお、保証料の支払は行
っておりません。また、取引金額には当事業年度の賃借料を記載しております。

5. 株式会社ＶＡＭＯＳへの貸付金に対し、94百万円の貸倒引当金を計上しております。また、当事業
年度において68百万円の貸倒引当金繰入額を計上しております。

6. 株式会社みんなのみらいへの貸付金に対し、58百万円の貸倒引当金を計上しております。また、当
事業年度において58百万円の貸倒引当金繰入額を計上しております。

8.　収益認識関係
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　　収益を理解するための基礎となる情報は、「重要な会計方針に係る事項に関する注記　⑷収益及び費用の計
上基準」に記載のとおりであります。

9. １株当たり情報に関する注記

10. 重要な後発事象に関する注記
連結注記表「９.重要な後発事象に関する注記」に記載しているため、注記を省略しております。
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独立監査人の監査報告書
2024年９月19日

株式会社さくらさくプラス
取締役会　御中

監査法人東海会計社
愛知県名古屋市
代 表 社 員
業務執行社員 公認会計士 池 田 龍 矢
代 表 社 員
業務執行社員 公認会計士 片 井 悠 太

　監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社さくらさくプラスの2023年８月１日から2024年７
月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書
及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式
会社さくらさくプラス及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての
重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における
当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における
職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を
果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示すること
にある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の
執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記
載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内
容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、その
ような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す
ることが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に係る会計監査報告
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連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に
表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために
経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかど
うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する
必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示
がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明する
ことにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の
意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし
ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を
立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監
査証拠を入手する。
・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評
価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び
関連する注記事項の妥当性を評価する。
・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ
き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論
付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に
注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対し
て除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づい
ているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているか
どうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取
引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入
手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見
に対して責任を負う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の
重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並
びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合
又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　上
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独立監査人の監査報告書
2024年９月19日

株式会社さくらさくプラス
取締役会　御中

監査法人東海会計社
愛知県名古屋市
代 表 社 員
業務執行社員 公認会計士 池 田 龍 矢
代 表 社 員
業務執行社員 公認会計士 片 井 悠 太

　監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社さくらさくプラスの2023年８月
１日から2024年７月31日までの第７期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資
本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行っ
た。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の
基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査
法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのそ
の他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手
したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し
開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運
用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人は
その他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その
他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討
すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を
払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その
事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類に係る会計監査報告
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計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作
成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で
あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する
ことにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要
な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業
的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査
証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が
認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告
書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記
事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人
の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継
続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書
類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し
た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項に
ついて報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守
したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するため
の対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用してい
る場合はその内容について報告を行う。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監　査　報　告　書
　当監査役会は、2023年8月1日から2024年7月31日までの第７期事業年度における取締役の職務の執行
に関して、各監査役の監査結果に基づき、審議の上、本監査報告を作成し、以下のとおり報告いたしま
す。

１. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報

告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じ
て説明を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取
締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努める
とともに、以下の方法で監査を実施いたしました。
①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告

を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において
業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役等と意思疎
通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための
体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なもの
として会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内
容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人
等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を
表明いたしました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとと
もに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし
た。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計
算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従
って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

監査役会の監査報告
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　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益
計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照
表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２. 監査の結果
（1）事業報告等の監査結果
①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認

めます。
②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められ

ません。
③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シ

ステムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認め
られません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
　　　会計監査人監査法人東海会計社の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
　　　会計監査人監査法人東海会計社の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
2024年９月19日

株式会社さくらさくプラス監査役会
常 勤 監 査 役

（ 社 外 監 査 役 ） 野 中 利 夫 ㊞
監 査 役 横 田 絵 美 ㊞
社 外 監 査 役 金 井 重 高 ㊞

　

以　上
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株主総会参考書類

議案　剰余金の処分の件
　当社は株主の皆様への利益還元を経営の重要課題の一つとして認識し、安定的な配当を基本としつ
つ、業績及び財務状況等を総合的に勘案して利益還元を行う方針であります。
　当期の期末配当金につきましては、当期の業績動向等を踏まえ、前期に比べ６円増配し、１株につ
き12円とさせていただきたいと存じます。これにより中間配当（１株につき８円）を加えた年間配
当金は、１株につき20円となります。

期末配当に関する事項
① 配当財産の種類
　金銭といたします。
② 配当財産の割当てに関する事項及びその総額
　当社普通株式１株につき12円といたしたいと存じます。
　なお、この場合の配当総額は51,756,000円となります。
③ 剰余金の配当が効力を生じる日
　2024年10月25日といたしたいと存じます。

以上

－ 55 －



見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

株主総会 会場ご案内図

東京都千代田区有楽町一丁目２番２号　東宝日比谷ビル　６階
株式会社さくらさくプラス本社会議室

東京ミッドタウン
日比谷

帝国ホテル

日比谷公園交番

日生劇場

東京宝塚
劇場日比谷公園

日比谷公会堂

内幸町交番

内幸町

日比谷

数寄屋橋

銀座四丁目
銀座交番

数寄屋橋交番

JR有楽町駅

外堀通り

内幸町駅みずほ銀行東京営業部方面出口

三越

晴海通り

和光

銀座駅 C1出口

日比谷駅 A11出口

日比谷駅 A5出口

みずほ銀行

泰明
小学校東宝日比谷ビル

当社会議室

有楽町駅 A7出口

(ＴＥＬ) 03-5860-9539
交通のご案内
ＪＲ
山手線・京浜東北線「有楽町駅」日比谷口……………………徒歩約４分

地下鉄
東京メトロ日比谷線「日比谷駅」A５出口 ……………………徒歩約１分
東京メトロ日比谷線・銀座線・丸ノ内線「銀座駅」C１出口  徒歩約３分

都営三田線・東京メトロ千代田線「日比谷駅」Ａ11出口 …徒歩約２分
東京メトロ有楽町線「有楽町駅」A７出口 ……………………徒歩約６分


